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７.住民と共存する史跡

【特別史跡 大野城跡】

【史跡 観世音寺及び子院跡】

史跡環境を形成する
樹林と接する住宅

史跡管理のための予算：約６,０００万円/年

【史跡 観世音寺及び子院跡】

史跡
公有地

史跡
公有地
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８.自然環境による史跡破壊の現状

【特別史跡 大野城跡】

【特別史跡 水城跡】

【特別史跡 大宰府跡】

【史跡 観世音寺及び子院跡】 【特別史跡 水城跡】

【特別史跡 大宰府跡】

●種実腐敗による史跡環境悪化

●倒木による史跡破壊
●イノシシに掘り起こされた史跡地

【特別史跡 大宰府跡】
腐敗した梅👉

腐敗した梅を放置することで、
散策者に対して危険な蜂などが
集まってくる
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９. 「史跡等購入費国庫補助」制度と史跡の保存

■開発圧力からの保存
【即効性、即時性が求められる】

■自然の破壊圧力からの保存や整備・環境改善
【長期的持続性が求められる】

●開発圧力から、代替がきかず「そこ」にしか存在しない我が国固有の史跡
を保存するには、即効性、即時性が求められる場面が多く、また、本市のよ
うに広域な史跡を有する自治体にとって、現状の「史跡等購入費国庫補助」
制度は、財政的に困窮する地方自治体にとって極めて有効な制度であり、将
来にわたって堅持いただきたい制度です。

●一旦公有化された後の自然力から受ける破壊からの保存や史跡を国民に伝
える整備、環境改善に要する費用は、長い年月必要とされるものであり、財
政的に困窮する地方自治体の自立的運用による持続可能な取り組みが望まれ
るところだと思います。
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■史跡保存のための作業で生まれる「発生材」
①管理伐採した樹木
②掘り起こしによって史跡を破壊する害獣の捕獲
③史跡環境を悪化させる種実類の採集

「発生材」を「資源」として活用

「史跡等購入費国庫補助要項」の趣旨にある「保存のための史跡等の土
地買上げ等」で取得した土地において、史跡保存活動で生じた発生材を
資源化する行為が、「保存のための行為」にあたるのかどうかが明確で
ないため、認められない可能性があります。

10. 提案内容

史跡等購入費補助金により取得した土地の活用範囲の明確化
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11.提案の実現による効果

【史跡 観世音寺及び子院跡】

●市内の史跡全体からすると、ほんの一部

●資源の有効活用ならびに財政負担の軽減

●地方公共団体の
自立性・自主性の向上

●市民活動への支援と
市民活動のさらなる活発化

環境改善前
環境改善後

【特別史跡 大宰府跡】
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12. これからの文化財保護（保存と活用）へむけて

『H30.7 文化財保護法改正の概要』（文化庁）より抽出

「社会総がかり」
で取り組んでいく

●多様な人びとが理解で
きる・支援できる文化財へ
●文化財を継承するパート
ナーへの支援

本提案の実現

史跡保存
史跡環境・住環境保全のための

手立ての確保

『文化財保存活用地域計画』
策定
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障害者割引制度における
市町村の証明事務の⾒直し
〜有料道路における障害者割引制度の是正〜

令和２年７⽉13⽇（⽉）
特別区⻑会（豊島区保健福祉部⻑）

１
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重点番号18：障害者割引制度における市区町村の証明事務の見直し（特別区長会）



１ 福祉事務所等における証明事務の現状
福祉事務所等の窓⼝へ
本⼈（⼜は代理⼈）
が出向いて提出

2

証明事務
本⼈確認・申請書の確認
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JR等その他公共交通機関で割引を受ける場合

乗⾞券、搭乗券購⼊時に
⼿帳を提⽰することにより割引適⽤

3

その他公共交通機関については
⼿続き必要なし

追加の証明事務は発⽣しない

※⾝体障害者⼿帳等に「旅客鉄道株式会社旅客運賃減額」欄が
設けられており、都が⼿帳交付時に障害区分を記載。

※例は⾝体障害者⼿帳
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２ 福祉事務所等における業務内容
（１）⼿帳により割引を受ける場合

4

確認事項 確認⽅法

⾞検証等による確認⾞種要件

⼿帳・⾞検証・免許証
による確認所有者要件

対象者
（⽒名、障害の程度）

⼿帳による確認
★⾝体障害すべて（本⼈以外の運転の場合は第１種のみ）
★知的障害１・２度（第１種）は本⼈以外の運転の場合
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２ 福祉事務所等における業務内容
（１）手帳により割引を受ける場合

5

※割引有効期間
新規申請においては申請した日からその後の２回目の誕生日まで
更新期間（有効期限２か月前から有効期限前日までの申請）においては、
申請した日からその後３回目の誕生日まで
更新の場合も新規申請と同様の手続きを行う。
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